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�愛媛県告示第１１８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに四国中央市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

クスリのアオキ上分店 四国中央市上分町字
岸之上４４１番１ 外 大規模小売店舗の名称 フレッシュバリュー

上分店
クスリのアオキ上分
店

令和６年
９月１日

令和７年
２月６日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ママイ
堤製パン株式会社

株式会社クスリのア
オキ

令和７年
１月２０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 医療機関（指定訪問看護事業者等）の指定…………………………………………………………………………………………………………（保健福祉課）……８８

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（４件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）……８８

○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）……９０

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）……９１

○ 道路の区域変更（県道広田双海線）…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……９１

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……９１

公 告

○ 東予港西条地区産業用地地盤改良整備事業…………………………………………………………………………………………………………（企業立地課）……９１

選挙管理委員会告示

○ 不在者投票のできる施設の指定の一部改正……………………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）……９４

○ 直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数……………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……９５

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

合同会社いつき 愛媛県伊予市下吾川３４１番地
７４ 訪問看護ステーションいつき 愛媛県伊予市下吾川３４１番地

７４ 令和７年１月１日

毎週（火・金）曜日発行 第５８６号 令和７年２月２１日

令和７年２月２１日金曜日 第５８６号
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なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

クスリのアオキ今治本町
店

今治市本町６丁目７８
２－１ 大規模小売店舗の名称 フレッシュバリュー

今治本町店
クスリのアオキ今治
本町店

令和６年
９月１日

令和７年
２月６日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ママイ
四国中央市上分町４４
２番地１
代表取締役
後藤 隆彦

株式会社クスリのア
オキ
石川県白山市松本町
２５１２番地
代表取締役
青木 宏憲

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今

治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地

域産業振興部商工観光課並びに四国中央市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

クスリのアオキ上分店 四国中央市上分町字
岸之上４４１番１ 外

大規模小売店舗内の店舗面積
の合計

１，６０１．８８平方メート
ル １，８４７平方メートル 令和７年

１０月７日
令和７年
２月６日

駐車場の位置及び収容台数 ７２台 ７１台

駐輪場の位置及び収容台数 ５０台 １６台
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�愛媛県告示第１２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

道後平野土地改良区から次のとおり役員が、退任した旨の届出があ

った。

令和７年２月２１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

午前９時から午後９
時４５分まで

午前８時から午後１０
時まで

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
後１０時まで

午前７時４５分から午
後１０時１５分まで

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前７時から午後７
時まで

午前６時から午後１０
時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地

域産業振興部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

クスリのアオキ今治本町
店

今治市本町６丁目７８
２－１

大規模小売店舗内の店舗面積
の合計

１，３５０．５５平方メート
ル

１，６３８．４７平方メート
ル

令和７年
１０月７日

令和７年
２月６日

駐車場の位置及び収容台数 １１０台 ７４台

駐輪場の位置 １箇所 ３箇所

荷さばき施設の位置及び面積 １９９．６８平方メートル ７２．０平方メートル

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量 １３２．３立方メートル ２７．０立方メートル

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今

治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課



愛 媛 県 報令和７年２月２１日 第５８６号

９１

��������������

��������������

��������������

公 告

愛媛県中予地方局長 矢 野 悌 二

退 任

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 事業名

東予港西条地区産業用地地盤改良整備事業（以下「本事業」

という。）

� 事業実施場所

愛媛県西条市ひうち字西ひうち３０番、３１番及び３２番並びに３０

番、３１番、３２番及び３３番の地先公有水面

� 事業方式

本事業の事業方式は、設計・施工一括発注方式（事業者が地

盤改良整備の設計、施工等の業務を一括して行う方式をいう。）

とする。

� 事業内容

事業者が行う地盤改良整備業務は、次のとおりとする。

ア 本事業に伴う申請等の手続及びその関連業務

イ 地盤改良整備に係る設計及びその関連業務

ウ 地盤改良整備に係る工事及びその関連工事

�愛媛県告示第１２４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和７年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 佐 川 秀 紀 伊予郡砥部町万年６１０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 福 島 清 繁 伊予郡松前町大字西古泉７６番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－５）第１７１７０号 令和５年
６月３日

フォンテトレーディング
㈱ 川北 杏奈 松山市下伊台町１３０９－１０

０
令和７年
１月６日 建築工事業 建設業の廃止

（般－３）第１６０３８号 令和３年
１０月１９日

大和コンストラクション
㈱ 松本 裕仁 松山市余戸中１－１－２６ 令和７年

１月１７日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 広田双海線 伊予市中山町佐礼谷甲８２０番４

旧 ２２．１～２４．７ ０．０３６

新 ２２．１～２６．５ ０．０３６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広田双海線 伊予市中山町佐礼谷甲８２０番４ 令和７年２月２１日
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� 事業地面積

３１４，０００平方メートル（概算値）

� 事業期間

事業契約の締結の日から令和９年３月１５日まで

� 予定価格

６，４４８，９１９，０００円（消費税及び地方消費税を除く。）

２ 入札に参加する者に必要な資格

� 応募者の構成

ア 応募者は、設計業務を実施する者１者及び工事業務を実施

する者２者又は３者からなる、計３者又は４者の構成員によ

り任意かつ自主的に結成された特定建設工事共同企業体（以

下「共同企業体」という。）とする。

なお、共同企業体の有効期間は、次に定める期間であるこ

と。

� 本事業の契約の相手方となった場合は、当該事業の代金

の精算払を受けるまでの間

� 本事業の契約の相手方とならなかった場合は、当該事業

の契約の相手方が確定するまでの間

イ 共同企業体の構成における代表企業とは、当該共同企業体

の構成員のうち、当該共同企業体を代表し、入札参加手続等

を行う者であって、工事業務を実施する構成員の中で出資比

率が最大のものをいう。

ウ 応募者は、一般競争入札参加要件確認申請書及び必要書類

（以下「参加要件確認書類」という。）の提出の際に代表企

業及びそれ以外の構成員並びにそれぞれの担当業務を明記す

ること。

エ 応募者の構成員は、本事業の入札に参加しようとする他の

応募者の構成員として参加してはならない。

� 応募者の構成員に共通する参加要件

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第

１項各号のいずれにも該当しない者であること。

イ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手

続開始の申立て又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の

規定による更生手続開始の申立てがなされていないこと（民

事再生法の規定による再生計画認可又は会社更生法の規定に

よる更生計画認可の決定を受けている者を除く。）。

ウ ４�アの受付期間の最終日（以下「一般競争入札参加要件
確認基準日」という。）から落札者の決定の日までの間に、

愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱（昭和６３年８月１

日制定）に基づいて知事が行う入札参加資格停止の期間がな

い者であること。

エ 応募者の構成員又はその役員等（業務を執行する社員、取

締役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は相談役、顧問そ

の他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ず

る者と同等以上の支配力を有するものと認められる者をいう。

以下同じ。）が次に掲げる者でないこと。

� 愛媛県暴力団排除条例（平成２２年愛媛県条例第２４号）第

２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」と

いう。）

� 暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者

� 暴力団員等又は�に掲げる者がその事業活動を支配する
者

オ 次に掲げる規定による届出をしていない者（当該規定が適

用されない者を除く。）でないこと。

� 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条

� 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条

� 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条

カ 他の応募者の構成員との間に次のいずれかの関係を有する

者でないこと。

� 資本関係

次のいずれかに該当する２者の関係にある場合。ただし、

子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規

定する子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が民

事再生法第２条第４号に規定する再生手続が続行中の会社

又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会

社をいう。以下同じ。）である場合を除く。

ａ 会社法第２条第４号に規定する親会社（以下「親会社」

という。）と子会社の関係にある場合

ｂ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

� 人的関係

次のいずれかに該当する２者の関係にある場合

ａ 一方の会社の役員等が、他方の会社の役員等を現に兼

ねている場合。ただし、会社の一方が、再生手続が続行

中の会社又は更生会社である場合を除く。

ｂ 一方の会社の役員等が、他方の会社の民事再生法第６４

条第２項又は会社更生法第６７条第１項の規定により選任

された管財人を現に兼ねている場合

� その他の関係

その他�又は�と同視し得る資本関係又は人的関係があ
ると認められる場合

キ 次に掲げる本事業に関係する法人又は当該法人との間にカ

�の資本関係若しくはカ�の人的関係を有する者でないこと。
商号 日本工営株式会社

所在地 東京都千代田区麹町五丁目４番地

ク 東予港西条地区産業用地地盤改良整備検討委員会の委員が

属する法人又は当該法人との間にカ�の資本関係若しくはカ
�の人的関係を有する者でないこと。

� 個別参加要件

ア 設計業務（１�イの業務をいう。以下同じ。）を実施する
者

設計業務を実施する者は、次の要件を満たすこと。

� 知事の審査を受け、業種区分「土木関係建設コンサルタ

ント業」について、令和５年度及び令和６年度の特定調達

契約に係る競争入札等に参加する資格を有すると認められ

た者であること。

� 一般競争入札参加要件確認基準日から起算して過去１５年

間に、軟弱地盤対策工の設計業務を主契約者として受注し

た実績を有する者であること。ただし、当該業務について

は、一般財団法人日本建設情報総合センターの業務実績情

報システム（テクリス）に登録されたものであること。

イ 工事業務（１�ウの業務をいう。以下同じ。）を実施する
者

代表企業は�から�までの全ての要件を満たし、その他の
者は�から�まで及び�から�までの全ての要件を満たすこ
と。
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なお、構成員の出資比率の最小限度は、次のとおりとする。

ａ 工事業務を実施する構成員が２者の場合 全体（設計

業務を含む。以下同じ。）の３０パーセント以上

ｂ 工事業務を実施する構成員が３者の場合 全体の２０パ

ーセント以上

� 土木工事業について、建設業法（昭和２４年法律第１００号）

第３条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定による

特定建設業の許可を受けていること。

� 知事の審査を受け、工事種別「土木一式工事」について、

令和５年度及び令和６年度の特定調達契約に係る競争入札

等に参加する資格を有すると認められた者であること。

� 令和４年度又は令和５年度に完成した愛媛県土木部及び

農林水産部発注の土木一式工事に係る工事成績評定点（完

成検査後に修正があった工事については、修正後の工事成

績評定点とする。以下同じ。）を有する場合は、令和４年

度の平均点数又は令和５年度の平均点数のいずれかが６５点

未満の者でないこと。

� 土木一式工事について、建設業者格付け事務取扱要領

（平成１１年４月１日制定）第５条の規定による建設業者格

付け結果通知（以下「格付け結果通知」という。）（一般

競争入札参加要件確認基準日において効力を有する直近の

格付けに係るもの。以下同じ。）の格付けがＳ等級の者で

あること。

� 建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査

（その審査基準日が一般競争入札参加要件確認基準日から

起算して過去１年７か月以内であるもののうち、直近のも

のに限る。以下「直近の経営事項審査」という。）の結果

通知書の建設工事の種別年間平均完成工事高が、土木一式

工事において５億円以上の者であること。

� 一般競争入札参加要件確認基準日から起算して過去１５年

間に、軟弱地盤処理工事（請負金額１０億円（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）以上）の土木一式工事の元請

（共同企業体の構成員である場合にあっては、出資比率が

２０パーセント以上のものに限る。）としての施工実績を有

する者であること。ただし、当該工事については、一般財

団法人日本建設情報総合センターの工事実績情報システム

（コリンズ）に登録されたもののうち、工事が完成して引

渡しが完了した工事であること（工事の一部が完成して引

渡しが完了している場合は、当該工事の発注者が発行する

証明書によることができる。）。

なお、当該工事が平成１６年４月１日以後に完成した愛媛

県土木部及び農林水産部発注の土木一式工事に係るものに

あっては、工事成績評定点が６５点未満のものは、施工実績

として認めない。

� 次の要件を全て満たす監理（主任）技術者を専任で配置

することができる者であること。

なお、この公告の工事については、建設業法第２６条第３

項第２号に規定する監理技術者の配置は認めない。

ａ 技術士（技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１

項の規定による第２次試験のうち技術部門を建設部門又

は総合技術監理部門（選択科目が「建設部門」に係るも

のに限る。）に合格した者に限る。）又は一級土木施工

管理技士の資格を有する者であり、かつ、監理技術者資

格者証（土木工事業に係るものに限る。）の交付を受け、

監理技術者講習を修了している者であること。

ｂ 一般競争入札参加要件確認基準日から起算して過去１５

年間に、�に規定する要件を満たす工事に従事した経験
（当該工事の工期の２分の１以上を占め、�に規定する
内容を施工する期間従事した経験に限る。また、監理技

術者又は主任技術者としての従事経験のほか、担当技術

者又は現場代理人（副現場代理人を除く。）としての従

事経験を含む。）を有すること。

ｃ 当該技術者を配置する構成員と一般競争入札参加要件

確認基準日以前に３ヶ月以上の恒常的な雇用関係にある

者であること。

� 土木一式工事について、格付け結果通知の格付けがＳ等

級又はＡ等級の者であること。

	 直近の経営事項審査の結果通知書の建設工事の種別年間

平均完成工事高が、土木一式工事において３億円以上の者

であること。


 �ａ及びｃを満たす主任技術者を専任で配置することが
できる者であること。

３ 入札説明書の交付

� 交付期間

この公告の日から令和７年３月２１日（金）までの執務時間中

（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和２３年

法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時３０分から

午後５時１５分までをいう。以下同じ。）

� 交付方法

６�に掲げる場所で交付する。
４ 入札参加要件の確認

� 応募者は、参加要件確認書類を提出して、入札参加要件の確

認を受けなければならない。

� 参加要件確認書類の受付

ア 受付期間

令和７年３月１８日（火）から３月２１日（金）までの執務時

間中

イ 提出方法

持参又は郵送により提出すること。

ウ 持参による取扱い

持参により参加要件確認書類を提出する場合は、アに掲げ

る期間内に６�に掲げる場所へ提出すること。
エ 郵送による取扱い

郵送により参加要件確認書類を提出する場合は、書留郵便

により、令和７年３月２１日（金）午後５時１５分までに、６�
に掲げる場所に必着のこと。

オ 入札参加要件の確認の結果は、参加要件確認書類を提出し

た応募者の代表企業に対して、令和７年３月２８日（金）まで

に、書面により通知する。

カ その他

� 参加要件確認書類の作成等に係る費用は、応募者の負担

とする。

� 提出された参加要件確認書類は、返却しない。

� 詳細は、入札説明書による。

５ 入札の手続

４により入札参加要件の確認を受けた者は、入札説明書で規定
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選挙管理委員会告示

する入札書及び提案内容を記載した資料（以下「入札提出書類」

という。）を次のとおり提出すること。

� 入札提出書類の受領期限

ア 持参により入札提出書類を提出する場合は、令和７年４月

１８日（金）午前１１時までに、６�に掲げる場所へ提出するこ
と。

イ 郵送により入札提出書類を提出する場合は、書留郵便によ

り、令和７年４月１７日（木）午後５時１５分までに、６�に掲
げる場所に必着のこと。

� 開札の日時及び場所

ア 日時

令和７年４月１８日（金）午後２時

イ 場所

愛媛県松山市一番町四丁目２番地

愛媛県経済労働部会議室（ＮＴＴ愛媛ビル２棟４階）

� 入札方法

ア 入札回数は、１回とする。

イ 入札書に記載する入札金額は、１�に掲げる業務の総額と
し、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相

当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。

６ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札の無効等

ア 入札参加要件を満たさない者及び入札参加要件確認申請に

おいて虚偽の申請を行った者の提出した入札書並びに入札説

明書において示した条件等入札に関する条件に違反した者の

提出した入札書は、無効とする。

イ 入札参加要件を満たすことを確認された者であっても、入

札時点において入札参加要件を満たさなくなっているときは、

その者の提出した入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約の成立

ア 本事業の開札は、令和７年度当初予算が愛媛県議会で成立

した場合に限り行う。

イ 本事業に係る契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第５号の規定に基づく愛媛県議会の議決を得た

ときに成立する。

� 落札者の決定方法

地方自治法施行令第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評

価一般競争入札により落札者を決定するものとし、愛媛県会計

規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範

囲内の価格をもって入札を行った者のうち、価格その他の条件

が愛媛県にとって最も有利な入札を行った者を落札者とする。

	 落札者決定基準

ア 評価に当たっては、１，０００点の範囲内で配点を行い、総合

評価点の最も高い応募者を落札者とする。

イ 配点に当たっては、内容評価点と価格点に区分し、内容評

価点を５００点とし、価格点を５００点とする。

ウ この落札者決定基準の詳細は、入札説明書による。

� 契約条項を示す場所及び問合せ先

愛媛県経済労働部産業雇用局企業立地課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目２番地

電話番号 （０８９）９１２―２２６０

ＦＡＸ番号 （０８９）９１２―２２５９

電子メール kigyoricchi@pref.ehime.lg.jp

� 参加要件確認書類等の郵送先

愛媛県経済労働部産業雇用局企業立地課

〒７９０―５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２


 その他

詳細は、入札説明書による。

７ Summary

� Nature and quantity：All works for the Toyo Port Saijo Area

Ground Improvement Development Project， including

application procedure，design and construction

� Time limit of tender：１１：００ a．m．，１８，April２０２５

� For further information，please contact： Investment

Promotion Division，Industry and Labor Bureau，Economy

and Labor Department，Ehime Prefectural Government，４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２２６０

FAX０８９―９１２―２２５９

e―mail kigyoricchi@pref.ehime.lg.jp

�愛媛県選挙管理委員会告示第１６号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正する。

令和７年２月２１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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�愛媛県選挙管理委員会告示第１７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和７年２月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 三 好 賢 治

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１０４，９２９

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２２，０９９

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２３８，１１７

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

改 正 後 改 正 前

１ 病院 １ 病院

名 称 所 在 地 指定年月日 名 称 所 在 地 指定年月日

省略 省略

波方中央病院 今治市波方町樋口甲

１６８３－１

昭和５６年９月７日

省略 省略

２ 介護老人保健施設 ２ 介護老人保健施設

名 称 所 在 地 指定年月日 名 称 所 在 地 指定年月日

省略 省略

老人保健施設養老の

里

今治市波方町樋口甲

１６８６－１

平成９年９月５日

省略 省略

３～６ 省略 ３～６ 省略

西 予 市 ２９，５３６ ９，８４６

東 温 市 ２７，８１０ ９，２７０

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４２，５２３ １４，１７５

南 宇 和 郡 １６，８２９ ５，６１０

松山市・上浮穴郡 ４２６，５７９ １３７，７６４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １３０，３４１ ４３，４４７

宇和島市・北宇和郡 ６９，９４８ ２３，３１６

八幡浜市・西宇和郡 ３３，３７１ １１，１２４

新 居 浜 市 ９５，０９４ ３１，６９８

西 条 市 ８６，９７５ ２８，９９２

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ４６，５８６ １５，５２９

伊 予 市 ２９，９８５ ９，９９５

四 国 中 央 市 ６９，３５２ ２３，１１８

令和７年２月２１日 発行


